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貴重品の持ち出しの準備 性別 男性 0.324 0.548 0.125 0.000 0.003 1 383
女性 0.399 0.520 0.078 0.000 0.003 1 358
年齢 20-39歳 0.270 0.611 0.114 0.000 0.005 1 185
40-59歳 0.378 0.510 0.109 0.000 0.003 1 294
60-79歳 0.405 0.508 0.088 0.000 0.000 1 262
2年未満 0.194 0.722 0.083 0.000 0.000 1 36
2年以上5年未満 0.425 0.525 0.050 0.000 0.000 1 40
5年以上10年未満 0.403 0.431 0.167 0.000 0.000 1 72
10年以上20年未満 0.308 0.582 0.110 0.000 0.000 1 91
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十分だと思う どちらかといえば十分だと思う どちらかといえば不十分だと思う 不十分だと思う 無回答
「家族との連絡方法」「避難場所」「ラジオ・懐中電灯」「非常食・水」と
.
建築物(公共施設やビル・住宅など)の耐震化・安全化 115 0.153
避難場所・避難経路の整備と周知 92 0.123
その他 15 0.020
N=751(性別もしくは年齢が不明な回答者を削除)
いった震災後に役に立つ項目（事後防災）は備えていると答えた回答が
多いものの、地震が起きる前に備えることが被害の減少に役立つ事前
防災の項目である「家具・家電の転倒防止」は震災から2年以上たった
が、震災以降に実践した人は23％（全体で55％）と、高いとは言えない
結果となった。「転倒防止」の備えが十分だと思わっていない人が全体
の6割以上にのぼるにもかかわらず、手間のかかる備えはなかなか実
行に移せていないのが現状といえる。
行政への要望でも 津波や耐震性に関する要望は必ずしも多くはな
1
、
い。防災意識の高まりと事前防災の実践をどれだけつなぎ合わせること
ができるかが、防災における大きな課題のひとつであるといえるだろう。
